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   職員の勤務時間に関する規程 

 

平成１１年７月１日 

訓令第１号 

 

 （勤務時間の割振り及び休憩時間） 

第１条  職員（地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２２条の４第１項又は第

２２条の５第１項の規定により採用された職員で同法第２２条の４第１項に規定する

短時間勤務の職を占めるもの（以下「定年前再任用短時間勤務職員」という。）及び

地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０号。以下「育児休業法」

という。）第１８条第１項の規定により採用された職員（以下「任期付短時間勤務職

員」という。）を除く。以下同じ。）の勤務時間は、午前８時３０分から午後５時１

５分までとする。ただし、午後零時から６０分間は休憩時間とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、育児休業法第１０条第３項の規定により同条第１項に規

定する育児短時間勤務の承認を受けた職員（育児休業法第１７条の規定による短時間

勤務をすることとなった職員を含む。次条第３項において「育児短時間勤務職員等」

という。）の勤務時間（１日の勤務時間の時間数が７時間４５分未満の場合に限る。）

は、当該承認を受けた時間とする。 

３ 所属長（職員服務規程（平成１１年彩の国さいたま人づくり広域連合訓令第２号）

第２条第１項に規定する所属長をいう。以下同じ。）は、職員の健康及び福祉を考慮

して必要があると認める場合には、第１項の規定にかかわらず、広域連合長が別に定

めるところにより、当該職員の休憩時間を午後零時から４５分間とすることができる。

この場合における当該職員の勤務時間は、午前８時３０分から午後５時までとする。 

４ 所属長は、前項の規定により休憩時間を４５分間とした職員に対し、同項に規定す

る勤務時間の開始前に特に勤務を命ずる必要がある場合には、同項の規定にかかわら

ず、当該勤務日における勤務時間を午前８時１５分から午後５時までとし、午後零時

から１時間を休憩時間とすることができる。 

  （勤務時間の割振り等の特例） 

第２条  定年前再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員の勤務時間の割り振

り、週休日及び休憩時間は、業務の実情に応じ所属長が定める。  

２  前項の職員以外の職員の週休日の振替を行う場合における当該職員の勤務時間は、 

４週間を平均して１週間について３８時間４５分とする。 

３  育児短時間勤務職員等、定年前再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員の

週休日の振替を行う場合における当該職員の勤務時間は、４週間を平均して１週間に

ついて職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成１１年彩の国さいたま人づくり広

域連合条例第７号）第２条第２項から第４項までの規定のいずれかにより定められた

時間とする。 
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 （休憩時間における勤務命令） 

第３条 所属長は、職務のため臨時又は緊急の必要がある場合には、職員に対し第１条 

の規定により定められた休憩時間の時限においても勤務することを命ずることができ 

る。この場合において、所属長は、当該職員の休憩時間を確保するため、当該勤務日

の勤務時間内において同条の規定により定められた休憩時間の時限とは異なる時限を

定めて、当該職員に休憩時間を与えなければならない。 

   附 則 

１ この訓令は、平成１１年７月１日から施行する。 

２ 育児又は介護を行う職員のうち、広域連合長の指定するものの勤務時間については、

第１条の規定にかかわらず、広域連合長が別に定める。 

３ 広域連合長の指定する職員の勤務時間については、当分の間、第１条の規定にかか

わらず、広域連合長が別に定める。 

４ 在宅勤務（職員の住居等における勤務をいう。）を行う職員のうち、広域連合長の

指定するものの勤務時間及び休憩時間については、第１条の規定にかかわらず、広域

連合長が別に定める。 

   附 則（平成２１年３月３１日訓令第３号） 

 この訓令は、平成２１年４月１日から施行する。 

   附 則（平成２１年１２月１４日訓令第６号） 

  この訓令は、平成２２年１月１日から施行する。 

   附 則（平成２８年４月１２日訓令第４号） 

  この訓令は、公布の日から施行する。 

   附 則（令和２年２月２８日訓令第１号） 

  この訓令は、公布の日から施行する。 

   附 則（令和４年４月１日訓令第１号） 

  この訓令は、公布の日から施行する。 

   附 則（令和５年４月１日訓令第４号） 

１ この訓令は、公布の日から施行する。 

２ 暫定再任用職員（地方公務員法の一部を改正する法律（令和３年法律第６３号。

以下この項において「令和３年改正法」という。）附則第４条第１項若しくは第２

項（これらの規定を令和３年改正法附則第９条第３項の規定により読み替えて適用

する場合を含む。）、第５条第１項若しくは第３項、第６条第１項若しくは第２項

（これらの規定を令和３年改正法附則第９条第３項の規定により読み替えて適用

する場合を含む。）又は第７条第１項若しくは第３項の規定により採用された職員

をいう。以下この項において同じ。）のうち暫定再任用職員で地方公務員法（昭和

２５年法律第２６１号）第２２条の４第１項に規定する短時間勤務の職を占めるも

のは、この訓令による改正後の職員の勤務時間に関する規程（以下この項において

「新規程」という。）第１条第１項に規定する定年前再任用短時間勤務職員とみな
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して、新規程の規定を適用する。 


